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１ 落札者決定基準の位置づけ 
この落札者決定基準（以下「本基準」という。）は、愛知県（以下「県」という。）が愛知県営東

高森台住宅ＰＦＩ方式整備事業（第２次）（以下「本事業」という。）を実施する事業者の選定にあ

たり、委員会において最も優れた応募者を選定するための方法や評価項目等を定めるものです。ま

た、本基準は本事業に参加しようとする者に交付する入札説明書と一体のものとします。 
なお、本基準で使用する用語の定義は、同一の名称によって入札説明書において使用される用語

の定義と同じものとします。 
 

２ 事業者選定の概要 
（１） 事業者選定の方法 

事業者の募集及び選定の方法は、競争性の担保及び透明性・公平性の確保に配慮した上で、

総合評価一般競争入札とします。 
本事業は、設計、建設及び工事監理の各業務を通じて、事業者に効率的・効果的かつ安定的

サービスの提供を求めるものであり、事業者の選定にあたっては、入札価格、設計・建設、工

事監理に関する技術及び事業遂行能力を総合的に評価します。 
 

（２） 審査の進め方 
審査は、第一次審査として入札参加資格の有無を判断する「資格審査」、第二次審査として

提案内容を評価する「提案審査」の２段階にて実施します。「提案審査」は、入札書に記載さ

れた入札金額（以下「入札価格」という。）が、予定事業価格から消費税及び地方消費税相当

額を減じた額（以下「予定価格」という。）以下であることの確認や要求水準書に示す内容を

満足しているか否かを確認する「基礎審査」と、入札価格や提案内容の水準を様々な視点か

ら総合的に評価する「総合評価」を行います。（図１参照） 
 

（３） 審査体制 
県が設置した委員会は、以下４名の委員により構成されます。（敬称略） 

委員長  後藤 澄江    （日本福祉大学名誉教授） 
委員   瀬古 繁喜    （愛知工業大学教授） 
委員   阿部 順子    （椙山女学園大学准教授） 
委員   永墓 悟     （愛知県建築局建築指導監） 

委員会は、入札参加者から提出された事業提案書の審査を行います。審査に当たって、提案

内容の確認のため、入札参加者に対してヒアリングを行います。 
なお、入札参加者の構成員が、落札者決定までに、委員会の委員に対し、事業者選定に関し

て自己に有利になる目的のため、働きかけを行った場合は失格とします。 
 

３ 資格審査 
資格審査では、応募者からの資格審査書類をもとに、参加要件及び資格等の要件の具備を県にお

いて確認します。このとき、県は委員会の委員から意見を聴くことができるものとします。資格審

査の結果、参加要件等を充足していない応募者は、失格とします。 
なお、資格審査に係る参加要件及び資格等は、入札説明書に示します。  
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図１ 落札者決定までの流れ   
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４ 提案審査 
（１） 基礎審査 

本審査では、県及び委員会において、入札参加者の提案内容が次の基礎審査項目を充足して

いることを確認します。 
 

ア 入札価格の確認 
県は、入札価格が予定価格の範囲内にあることの確認を行います。予定価格を超える入札参

加者は、失格とします。 
 

イ 提出書類の確認 
提出書類の確認項目は表１のとおりです。提出を求めている書類が揃っていない場合は失

格とします。 
表１ 提出書類の確認項目 

確認項目 確認内容 

提出書類の確認 提出を求めている書類が全て揃っているか、また、指定した様式

に必要事項が記載されているか。 

提案内容の矛盾・齟齬 事業提案書全体において、同一事項に関する提案に矛盾あるいは

齟齬がないか。 
 

ウ 事業遂行能力の審査 
入札参加者の構成員が本事業の各業務を担当し、本事業を実施するに当たり、事業遂行能力

に問題がないか、事業の内容に応じて参加資格確認申請書及び事業提案書に基づき審査しま

す。 
 

エ 基礎的事項の確認 
事業提案書に記載された内容が、県の要求する水準及び性能に適合していることを「要求水

準書」及び「基礎的事項に関する確認書」に基づき確認します。事業提案書の内容に県の要求

する水準及び性能を明らかに満たさない事項がある場合には失格とすることがあります。 
 

（２） 総合評価 
ア ヒアリング 

事業提案書の審査に当たって、提案内容の確認のため、基礎審査を通過した入札参加者全員

に対して、ヒアリングを行います。 
 

イ 入札価格の評価 
入札参加者の入札価格に対して、以下の考え方に基づいて点数化を行います。なお、算出さ

れた点数の小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位までの数値とします。 
 

入札価格評価点＝40 ×（入札参加者中、最低の入札価格／各入札参加者の入札価格） 
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ウ 提案内容の評価 
    提案内容を表２に基づき採点します。なお、採点基準による採点は、評価項目ごとに各委員

が評価し、各委員の平均点の小数点以下第３位を四捨五入して算出します。 
ただし、評価項目「２ 県営住宅の整備」のうち「（４）維持管理への配慮（定量的）」につ

いては、定められた計算式により算出し、小数点以下第３位を四捨五入して算出します。なお、

算出値が配点を超える場合は、配点を上限とし、算出値がマイナス値となる場合は、０点とし

ます。 
提案内容評価点＝（Ⅰ 提案内容に関する評価）＋（Ⅱ 企業の技術力及び配置予定技術者の施工実績等） 

 
表２ 評価項目ごとの採点基準 

評価 評価内容 採点基準 
Ａ 特に優れている 配点×1.00 
Ｂ 優れている 配点×0.75 
Ｃ やや優れている 配点×0.50 
Ｄ 要求水準を満たしている程度 配点×0.25 

提案内容の評価項目等及び配点は表３、具体的な項目、評価の視点等は表４のとおりです。 
 

エ 最優秀提案の選定 

入札価格の評価による点数（４０点満点）と提案内容の評価に関する点数（６０点満点）を

合計して総合評価点を算出し、総合評価点が最大となる提案を最優秀提案とします。 
 

総合評価点（１００点満点） 
 ＝入札価格評価点数（４０点満点） ＋ 提案内容評価点数（６０点満点） 

 
５ 落札者の決定 

委員会は、入札参加者の提案内容に対して、総合評価点が最も高い提案を行った者を最優秀提案

者として選定するとともに、その他の順位を決定します。ただし、総合評価による得点の最も高い

提案が同点で複数ある場合には、同点の者の中から提案内容評価点数が最も高い提案を行った者を

最優秀提案者として選定し、提案内容評価点数が同点の場合は、当該者がくじ引きを行い、最優秀

提案者を選定します。 
県は、委員会による審査結果を踏まえ、最優秀提案者を落札者として決定し、その結果を入札参

加者に通知するとともに公表します。 
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表３ 評価項目等及び配点 

評価項目等 配点 

Ⅰ 提案内容に関する評価 

 １ 基本方針・実施体制等 

（１）本事業に関する基本方針 ３ 

11 
（２）事業実施体制 ３ 

（３）事業の実現性・安定性・リスク管理 ３ 

（４）地域経済等への貢献 ２ 

２ 県営住宅の整備 

（１）団地計画 ９ 

28 
（２）住棟・住戸計画 ９ 

（３）維持管理への配慮（定性的） ５ 

（４）維持管理への配慮（定量的） ５ 

３ 工事中の環境対策・安全管理 

（１）施工計画 ４ 

13 （２）工事中の環境対策 ４ 

（３）安全管理 ５ 

Ⅰ 小 計 52 

Ⅱ 企業の技術力及び配置予定の技術者の施工実績等 

 ４ 企業の技術力に関する事項 

（１）施工実績等 2.5 

４ 
（２）工事成績 0.5 

（３）優良工事表彰 0.5 

（４）ＩＳＯ９０００ 0.5 

５ 配置予定技術者の能力に関する事項 

（１）施工実績等 2.5 

４ （２）工事成績 0.5 

（３）ＣＰＤ実績 １ 

Ⅱ 小 計 ８ 

  合      計 60 
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表４ 評価項目の具体的な項目・評価の視点等 

Ⅰ 提案内容に関する評価 

評価項目 具体的な項目 評価の視点  様式 配点 

１ 基本方針・実施体制等  １１ 

（１）本事業に

関する基本

方針 

本事業の事業目

的及び事業内容

を踏まえた基本

方針の提案  

・事業目的及び事業内容を踏まえた基本方針

の内容及び本事業に対する取り組み内容 
様式 
２１ 

３ 

（２）事業実施

体制 

代表企業、構成員

の役割、責任の明

確性、適切性 

・代表企業及び各構成員の役割分担や責任分

担の適切性及び自己モニタリング体制の内

容 

様式

２２ 
３ 

県への報告・連絡

体制、協議の仕組

みの構築 

・県が行うモニタリングへの協力体制、ＩＣ

Ｔを活用した県への報告・連絡、協議の仕

組みの内容 

（３）事業の実

現性・安定

性・リスク

管理 

事業収支計画の

適切性 
・設計費、建設費、除却費、工事監理費の計

上費 

・資金調達の方法等 

・事業資金の不足（予期せぬ費用負担等）へ

の対応方法 

様式

２３ 
３ 

事業提案の実現

性 
・事業提案の実現に向けた関係機関等との協

議状況、提案内容の実現の見込み 

リスク分析を踏

まえたリスク低

減・防止策、リス

クへの対応策 

・的確なリスク分析によるリスクの低減・防

止策等の内容 

（４）地域経済

等への貢献 

事業者の地域経

済への貢献や地

域社会への貢献 

・代表企業の主たる営業所の所在地 

・県産資材の活用などによる地域経済への貢

献の内容 

・応急修理等に関する協定の締結状況（※

１）、あいち女性輝きカンパニーの認証状況

（※２）、女性活躍推進法に基づく認定（え

るぼし認定又はプラチナえるぼし認定）状

況（※３）や地域コミュニティの形成に資

する取組など、地域社会への貢献内容 

様式

２４ 
２ 
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評価項目 具体的な項目 評価の視点  様式 配点 
※１）災害救助法第４条に基づく応急仮設住宅の建

設または住宅の応急修理に関する内容で、愛知県

との協定の有無 
※２）愛知県県民文化局男女共同参画推進課が発行

する「認証書」の有無（認証年月日が事業提案書を

提出する前日までのもの） 
※３）都道府県労働局が発行する「基準適合一般事業

主認定通知書」又は「基準適合認定一般事業主認定

通知書」の有無（通知年月日が事業提案書を提出す

る前日までのもの） 

 

２ 県営住宅の整備  ２８ 

（１）団地計画 

周辺地域への配

慮、意匠・景観計

画 

 

・日影・風害・電波障害等について周辺の居

住環境への配慮の内容 

・周辺住民のプライバシー確保や南側住宅地

への圧迫感の軽減、通風阻害等に対する配

慮の内容 

・周辺地域や団地全体の建替えを見据えた建

替住棟及び附帯施設等の配置、高さ、デザ

イン、色彩等の内容 

・緑化等による周辺地域との調和、ヒートア

イランド対策の内容 

様式

２５ 
９ 

安全・防犯対策、

ユニバーサルデ

ザインへの配慮 

・歩車分離や車両等の出入り口に配慮した安

全な計画の内容 

・防犯灯の設置や死角の除去等、防犯に配慮

した計画の内容 

・ユニバーサルデザインの考えを取り入れ、

安全で誰もが生活しやすい環境づくりに対

する配慮の内容 

良好なコミュニ

ティ形成 
・建替住棟等と民間施設等との相互の計画の

一体性への配慮の内容 

・外部空間等の共用スペースにおける、日常

的な交流の場としての活用の内容 

環境共生への配

慮 

・CASBEE あいちによる評価や循環型社会の実

践など、地球環境への配慮の内容 
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評価項目 具体的な項目 評価の視点  様式 配点 

・建設残土の発生を抑制するなど、建設発生

土の搬出や処分による周辺環境への影響に

対する配慮の内容 

・外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その

他の住宅に係るエネルギーの使用の合理化

をより適切に図るための措置や太陽光発電

など、脱炭素化に向けた取組に関する内容 

東高森台住宅建

替事業全体への

配慮 

・将来の建替計画への発展性を考慮し、先行

する第１次事業との調和や、団地全体にお

ける安全性や回遊性を高める動線・外構計

画 

（２）住棟・住

戸計画 

配置計画等 ・入居者相互の日常的なコミュニケーション

が図られるための住戸・共用部の配置の工

夫や空間設置の内容 

・入居者の日常生活における動線を考慮した

住棟や附帯施設の配置計画 

・適切な隣棟間隔や地形に応じた住棟配置な

ど、入居者及び南側住宅地を含む周辺住民

の良好な居住環境の確保 

様式

２６ 
９ 

住戸内計画 

 

・防災や防犯に関する適切な対策による、安

全性確保の内容 

・通風・採光、プライバシーの確保等に配慮

した居住空間の内容 

・入居者にとって使いやすく、便利な間取り

や建具、設備の提案内容 

・入居者構成や将来的な生活様式の変化への

対応の内容 

（３）維持管理

へ の 配 慮

（定性的） 

定性的なライフ

サイクルコスト

の縮減 

・耐用年限 70 年を前提としたライフサイク

ルコスト（LCC）の観点からの、建築物・建

築設備・外構における耐久性や将来にわた

る維持管理コストの縮減、更新性やメンテ

ナンス性の向上の内容 

様式

２７ 
５ 

建築資材や設備

機器等の選定 
・計画修繕や空家修繕に対する配慮の内容 
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評価項目 具体的な項目 評価の視点  様式 配点 

（４）維持管理

へ の 配 慮

（定量的） 

定量的なライフ

サイクルコスト

の縮減 

・ライフサイクルコストの縮減量 

評価点＝（１－（③＋④）／（①＋②））×Ａ 

①県仕様の施工費用（建設時） 
②県仕様の改修費用 
③提案者の施工費用（建設時） 
④提案者の改修費用 

 Ａ：30 

 

様式

２８ 
５ 

３ 工事中の環境対策・安全管理  １３ 

（１）施工計画 

無理のない施工

計画 
・建替手順を踏まえた入居者の移転計画を適

切に策定し、無理のない施工計画や工期短

縮の提案の内容 

様式

２９ 
４ 

労働環境の改善 ・週休２日の確保、ＩＣＴの積極的な活用な

ど、建設現場における労働環境の改善のた

めの取組みの内容 

品質管理 ・杭工事やコンクリート工事など、現場で行

う工程の具体的かつ効果的な品質管理の内

容 

（２）工事中の

環境対策 

環境負荷低減の

工夫 
・建設廃棄物の適正な処理や資源リサイクル

等の環境負荷低減を図るための工夫の内容 
様式

３０ 
４ 

周辺の生活環境

等への配慮 
・周辺の生活環境及び道路交通への影響を最

小限に抑える工夫や対策の内容 

（３）安全管理 

工事中の安全確

保等 
・既存住棟の住民の生活動線と工事動線が重

複する敷地内通路の状況を踏まえた、入居

者等の安全の確保、入居者等への周知方法

や対応窓口設置の内容 

様式

３１ 
５ 

災害の発生防止

等 
・災害の発生防止や周辺地域への災害波及防

止の内容 

緊急時の対応 ・万一の事故発生時の処置の内容 
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Ⅱ 企業の技術力及び配置予定技術者の施工実績等 

 

評価基準 配点

最大2.5点

１件につき0.5点 最大１点

１件につき0.5点 最大１点

１件につき0.5点 最大0.5点

最大0.5点

81（80）点以上：0.5点
79（78）点以上81（80）点未満：0.375点
77（77）点以上79（78）点未満：0.25点
75（76）点以上77（77）点未満：0.125点
上記に該当しない：0点

最大0.5点

最大0.5点

１件につき0.25点 最大0.5点

最大0.5点

認証がある場合0.2点 最大0.2点

認証がある場合0.2点 最大0.2点

認証がある場合0.1点 最大0.1点

最大４点

a 設計業務に当たる企業の設計実績(過去10年間：平成28年４月１日から入札書類を
提出する前日までに完了)　※１  ※２  ※３

b 建設業務に当たる企業の施工実績(過去10年間：平成28年４月１日から入札書類を
提出する前日までに完了)　※１  ※２  ※４

c 工事監理業務に当たる企業の工事監理実績(過去10年間：平成28年４月１日から入
札書類を提出する前日までに完了)　※１  ※２  ※３

評価項目

４　企業の技術力に関する事項【４点】

(１)企業評価対象工事の施工実績等

a 設計業務に当たる企業のＩＳＯ９００１認証　※９

b 建設業務に当たる企業のＩＳＯ９００１認証　※９

c 工事監理業務に当たる企業のＩＳＯ９００１認証　※９

※１　企業の評価対象工事は、元請として行った次に掲げる(a)(b)(c)全てを満たす建築物の新築または増築工事とします。また、県発注工事以外の実績
も認めます。設計業務に当たる企業の設計実績は、過去10年間に完成した建築物に限り認めます。
　(a)建築物の用途：共同住宅
　(b)施工規模：１棟あたりの住戸数80戸以上かつ延べ面積5,700平方メートル以上（増築の場合は増築部分の面積）
　(c)建物構造：鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
※２　本件入札に参加する営業所（「営業所」には主たる営業所を含む。以下同じ。）の施工実績は、県外で行ったものも含めます。また、愛知県内に
ある他の営業所の施工実績も対象とします。
※３　設計・監理ＪＶで行った設計又は監理の実績は、代表構成員としての実績に限り認めます。
※４　特定ＪＶで行った施工実績は、出資比率が20％以上の構成員である場合に限り認めます。なお、経常ＪＶで行った施工実績は認めません。
※５　過去の元請としての愛知県建設局、都市・交通局若しくは建築局発注工事又は国土交通省中部地方整備局発注工事のうち、建築工事業に関する工
事成績評定点を対象とします。
※６　今年度に完了した工事等については、成績評定結果の通知書が届いたものに限ります。
※７　愛知県建設局、都市・交通局若しくは建築局が発注した工事での実績を認めます。なお、同業種に限定するものではありません。
※８　愛知県知事からの感謝状において、優良工事として選定されたものを対象とし、感謝状の日付が該当期間内のものを実績として認めます。
※９　本件入札に参加する営業所が認証されていることとします。

(２)愛知県建設局発注工事等もしくは国土交通省中部地方整備局発注工事等の中から、いずれか１件の工事成績評定点（中部地方整備局の
工事成績評定点の評価基準は（　）書の点とする。）

ａ 建設業務に当たる企業の工事成績評定点(過去３年間：令和５年４月１日から入
札書類を提出する前日までに完了)　※５　※６

(３)優良工事表彰の有無

ａ 建設業務に当たる企業の優良工事表彰の実績(過去５年間：令和３年４月１日か
ら入札書類を提出する前日まで)　※７　※８

(４)ＩＳＯ９００１認証取得の有無
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評価基準 配点

最大2.5点

１件につき0.5点 最大１点

１件につき0.5点 最大１点

１件につき0.5点 最大0.5点

最大0.5点

81（80）点以上：0.5点
79（78）点以上81（80）点未満：0.375点
77（77）点以上79（78）点未満：0.25点
75（76）点以上77（77）点未満：0.125点
上記に該当しない：0点

最大0.5点

最大１点

１年間の推奨単位（12単位）を１年以内に取
得：0.4点
１年間の推奨単位の半分（６単位）を１年以内
に取得：0.2点
該当なし：０点

最大0.4点

１年間の推奨単位（12単位）を１年以内に取
得：0.4点
１年間の推奨単位の半分（６単位）を１年以内
に取得：0.2点
該当なし：０点

最大0.4点

１年間の推奨単位（12単位）を１年以内に取
得：0.2点
１年間の推奨単位の半分（６単位）を１年以内
に取得：0.1点
該当なし：０点

最大0.2点

最大４点

評価項目

５　配置予定技術者の能力に関する事項【４点】

(１)技術者評価対象工事の施工実績等

※１　配置予定技術者の評価対象工事は、元請として行った次に掲げる(a)(b)(c)全てを満たす建築物の新築または増築工事とします。また、県発注工事以外
の実績も認めます。設計業務に当たる企業の配置予定管理技術者の実績は、過去10年間に完成した建築物に限り認めます。
　(a)建築物の用途：共同住宅
　(b)施工規模：１棟あたりの住戸数53戸以上かつ延べ面積3,800平方メートル以上（増築の場合は増築部分の面積）
　(c)建物構造：鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
※２　主任（監理）技術者又は現場代理人としての実績を求めます。なお、工事の途中で主任（監理）技術者又は現場代理人の交代があった場合は、コリン
ズの変更届及び実施工程表等により従事した経験が確認できる場合に限り認めます。
※３　主任（監理）技術者又は現場代理人としての実績を求めます。なお、工事の途中で主任（監理）技術者又は現場代理人の交代があった場合は、工期の
半分以上かつ完了時まで従事した実績を認めます。
※４　(１)、(２)、(３)の実績は同一人のものであること。なお、入札書類の提出時点で配置予定技術者を特定することができない場合は、候補とする配置
予定技術者のうち、配点の合計が最も低い技術者の点数を評価します。
※５　建設業に当たる企業の配置予定監理技術者に係る(１)、(２)、(３)の実績は、建築工事業の総合点数が1,230点以上の企業が配置する監理技術者の実績
を評価します。
※６　過去の元請としての建築工事業における愛知県建設局、都市・交通局若しくは建築局発注工事又は中部地方整備局発注工事の工事成績評定点を求めま
す。
※７　今年度に完了した工事等については、成績評定結果の通知書が届いたものに限ります。
※８　建築ＣＰＤ情報提供制度によるＣＰＤ実績を対象とし、建築ＣＰＤ運営会議（事務局：公益財団法人建築技術教育普及センター）が発行する証明書で
確認します。
※９　証明書の単位取得期間は１年間とし、かつ令和７年４月１日から技術資料を提出する前日までの範囲内のものとします。

a 設計業務に当たる企業の配置予定管理技術者（設計業務の技術上の管理等を行う
者をいう。）の設計実績(過去10年間：平成28年４月１日から入札書類を提出する前
日までに完了)　※１ ※４

b 建設業務に当たる企業の配置予定監理技術者の施工実績(過去10年間：平成28年４
月１日から入札書類を提出する前日までに完了)　※１ ※２ ※４ ※５

c 工事監理業務に当たる企業の配置予定管理技術者（工事監理業務の技術上の管理
等を行う者をいう。）の工事監理実績(過去10年間：平成28年４月１日から入札書類
を提出する前日までに完了)　※１ ※４

(２)愛知県建設局発注工事等もしくは国土交通省中部地方整備局発注工事等の中から、いずれか１件の工事成績評定点（中部地方整備局の
工事成績評定点の評価基準は（　）書の点とする。）

ａ 建設業務に当たる企業の配置予定監理技術者が従事した工事の工事成績評定点
(過去３年間：令和５年４月１日から入札書類を提出する前日までに完了)　※３ ※
４ ※５　※６ ※７

(３)ＣＰＤ（継続教育）実績

a 設計業務に当たる企業の配置予定管理技術者（設計業務の技術上の管理等を行う
者をいう。）のＣＰＤ（継続教育）実績（令和７年４月１日から入札書類を提出す
る日の前日まで）　※４ ※８ ※９

b 建設業務に当たる企業の配置予定監理技術者のＣＰＤ（継続教育）実績（令和７
年４月１日から入札書類を提出する日の前日まで）　※４ ※５　※８ ※９

c 工事監理業務に当たる企業の配置予定管理技術者（工事監理業務の技術上の管理
等を行う者をいう。）のＣＰＤ（継続教育）実績（令和７年４月１日から入札書類
を提出する日の前日まで）　※４ ※８ ※９


